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基調講演　国谷 裕子 氏（ジャーナリスト）：「ＳＤＧｓを組み込んだ経済」を求めて
論点報告　「資本主義経済の再構築としてのＳＤＧｓ研究会」
　　　　　主査　駒村 康平 氏　  （慶應義塾大学経済学部教授）
　　　　　委員　喜多川 和典 氏（公益財団法人日本生産性本部コンサルティング部 エコ・マネジメント・センター長
　　　　　　　　　　　　　　　  上智大学大学院地球環境学研究科非常勤講師）
　　　　　委員　山下 潤 氏　　  （九州大学大学院比較社会文化研究院社会情報部門教授）
　　　　　委員　内田 由紀子 氏（京都大学人と社会の未来研究院教授・院長）
パネルディスカッション
　ファシリテーター：国谷 裕子 氏
　パネラー：堅達 京子 氏（ＮＨＫエンタープライズ エグゼクティブ・プロデューサー）
　　　　　　駒村 康平 氏　
　　　　　　研究会副主査　諸富 徹 氏（京都大学大学院経済学研究科教授）
　総合司会：渡辺 真理 氏（アナウンサー）

　全労済協会シンポジウム「“惑星の限界（プラネタリー・バウンダリー）”への処方箋 ―環境・福祉政策が生み出す新しい経済」
の動画を、ホームページで公開しました。このシンポジウムは、当協会が設置した「資本主義経済の再構築としてのSDGs研究会」
の研究成果書籍発刊を記念し、2023年9月2日（土）に開催しました。視聴申込みをしていただければ、どなたでもご覧いただけ
ます。ぜひ、ご視聴ください。

●シンポジウムの動画を公開しました …………………………… P1
●自治体提携慶弔共済保険　2022年度優良戻しのご報告 …… P1

●「勤労者の生活意識と協同組合に関する調査報告会」を開催しました … P2
●「2021年度採用公募委託調査研究報告会」を開催しました … P2
●全労済協会からのお知らせ ……………………………………… P2

C O N T E N T S

　自治体提携慶弔共済保険の2022年度優良戻し（※）として、2023年10月20日に下記の金額（総額）をお支払いしました。

【動画視聴について】
◎視聴方法：当協会ホームページで視聴申込みのうえご覧ください。
◎視聴期限：2024 年 4 月末（予定）
※視聴期限は変更になる場合があります。
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シンポジウムの動画を公開しましたシンポジウムの動画を公開しました

（当日の様子　全電通労働会館にて）

自治体提携慶弔共済保険  2022年度優良戻しのご報告自治体提携慶弔共済保険  2022年度優良戻しのご報告

【定価】2,750円
　　　（税込み）

※毎年5月末に決算を行い、自治体提携慶弔共済保険事業ならびに各サービスセンター等の
収支を計算したうえで、個別の優良戻し額が算出されます。

優良戻し対象団体　147団体（自治体提携慶弔共済保険実施団体数193団体）
優良戻し総額　　　96,372,816円
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　当協会では、2011年より継続して「勤労者の生活意識と協同組合
に関するアンケート調査」を行っています。このたび、第6回目の調
査結果を取りまとめた2022年版報告書を発刊しました。
　あわせて、執筆者の明治大学政治経済学部教授　大高 研道 氏を
お招きし、2023年8月22日（火）にオンライン報告会を開催しました。
当協会の理事・監事・評議員、関係諸団体から約50名の皆さまにご
参加をいただきました。

2021年度採用公募委託調査研究　タイトルと研究者

全労済協会FACT BOOK 検索

https://www.zenrosaikyokai.or.jp/about-2/factbook/

　当協会の活動内容と財務状況をお知らせする冊子として2023年版のFACT BOOK 2023を作成
し、ホームページにPDF版を掲載しましたので、ご活用ください。なお、ホームページには過
去分（2014年9月以降作成分）も掲載しています。

「全労済協会FACT BOOK 2023」作成のご報告「全労済協会FACT BOOK 2023」作成のご報告

☆「勤労者の生活意識と協同組合に関する報告書<2022年版>※1」は、当協会HPでご覧いただけます。

☆ 上記研究をまとめた報告書「公募研究シリーズ（84）※2」
も発刊しており、当協会HPでご覧いただけます。

　2023年10月3日（火）に、2021年度採用公募委託調査研究の報告会をオンラインで開催しました。

■ 「低所得世帯における日々の生活費、将来に対する不安感、およびリスクへの備えに関する分析」
早稲田大学商学学術院教授　大塚 忠義 氏

■「リカレント教育課程修了者のライフキャリア形成促進政策に関する研究　―女性を中心に―」
日本女子大学現代女性キャリア研究所・特任研究員、人間社会学部現代社会学科教授　尾中 文哉 氏

■「離島における共同売店の意義と役割―地域福祉の視点から―」
国立大学法人琉球大学人文社会学部人間社会学科専任講師　波名城 翔 氏

※共同研究の場合は代表研究者のみを記載

  【報告書お取り寄せのご案内】   

『報告書』（※1、※2）は、全労済協会HPより
お取り寄せが可能です。2冊まで無料で提供
しています。

  

『報告書』（※1、※2）は、全労済協会HPより
お取り寄せが可能です。2冊まで無料で提供
しています。

全労済協会からのお知らせ全労済協会からのお知らせ

「勤労者の生活意識と協同組合に関する調査報告会」を開催しました「勤労者の生活意識と協同組合に関する調査報告会」を開催しました

「2021年度採用公募委託調査研究報告会」を開催しました「2021年度採用公募委託調査研究報告会」を開催しました

大高 研道 氏

大塚 忠義 氏 尾中 文哉 氏 波名城 翔 氏


